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「「労働安全衛生規則第五百七十七条の二第三項の規定に基づきがん原性がある物として厚

生労働大臣が定めるもの（案）」に関する意見募集について」に対して寄せられた御意見に

ついて 

 

令 和 ４ 年 1 2 月 2 6 日 

厚 生 労 働 省 労 働 基 準 局 安 全 衛 生 部 

化 学 物 質 対 策 課 

 

標記について、令和４年 10月 21日から令和４年 11月 19日までの間、ホームページを通

じて御意見を募集したところ、計 50件の御意見をいただき、うち 45 件は本件に関する御意

見、残り５件は本件とは関係の無い御意見でした。 

お寄せいただいた本件に関する御意見の要旨とそれに対する厚生労働省の考え方について

は、次のとおりです（取りまとめの都合上、お寄せいただいた御意見のうち、同趣旨のもの

は適宜集約しております。）。 

今回、御意見をお寄せいただきました方々の御協力に厚く御礼申し上げます。 

 

番

号 
御意見の要旨 御意見に対する考え方 

１ 【エタノールについて】 

・がん原性がある物として厚生労働大臣が

定めるものは、日本産業規格Ｚ7252（ＧＨ

Ｓに基づく化学品の分類方法）の附属書Ｂ

に定める方法により国が行う化学物質の

有害性の分類の結果、発がん性の区分が区

分１に該当する物とすることは妥当だと

考えるが、エタノールを対象外とするのは

何故か。対象外とするのであればエタノー

ルのＧＨＳ分類を再検討する必要がある

のではないか。 

・「業務として大量のエタノールを経口摂

取することは通常想定されない」ことを理

由として、エタノールをがん原性物質から

除外することに賛成するが、同様の事例が

他の物質について該当しないかを検討す

べきであると考える。 

エタノールについては、国際がん研究機関

において、ヒトに発がん性があるものと分

類されており、これを踏まえ、国によるＧ

ＨＳ分類でも発がん性区分１Ａとされてい

ますが、これは、アルコール飲料として経

口摂取した場合の健康有害性に基づくもの

です。これらを踏まえ、業務として大量の

エタノールを経口摂取することは通常想定

されていないこと、疫学調査の文献からは

業務起因性が不明であることから、がん原

性物質の対象外としたものです。現時点で

は、エタノールに関する国によるＧＨＳ分

類を見直す考えはありませんが、文献等で

新たな科学的知見が得られた場合には、見

直すことがあります。なお、現時点では、

エタノールと同様に、業務でのばく露が想

定されない物質は把握しておりません。 

２ 【細区分について】 

・ＧＨＳ分類で発がん性区分１の化学物質

が対象となるとのことだが、認識誤りを防

区分１Ａ又は区分１Ｂに分類された物を含

む旨については施行通達で明記いたしま

す。 
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ぐために、細区分である区分１Ａおよび１

Ｂを含むことを明記するべきではないか。 

３ 【ＧＨＳ分類について】 

・国が行う化学物質の有害性の分類とは、

製品評価技術基盤機構（ＮＩＴＥ）が公開

しているＧＨＳ分類のことか。 

ご指摘のとおりです。 

４ 【がん原性物質の対象範囲について】 

・国がＧＨＳ発がん性区分１と公表した時

点で、がん原性物質の対象となるのか。別

に対象物質名の告示等がなされるのか。 

・がん原性物質に該当するかの判断は、化

学物質入手時のＳＤＳに基づいて行えば

よく、入手後に国が行う化学物質の有害性

の分類結果が変わった場合、その変更を反

映した対応は必須ではなく、努力義務と考

えて良いか。 

・国が行うＧＨＳ分類結果で発がん性区分

１に該当する物質を全て同時にがん原性

物質として指定するのか。 

・国が行うＧＨＳ分類結果のみでがん原性

物質を定義するのは、分類結果の変更時に

猶予期間がないため反対である。 

がん原性物質については、労働安全衛生規

則等の一部を改正する省令（令和４年厚生

労働省令第 91号）による改正後の労働安全

衛生規則（昭和 47年労働省令第 32号。以

下「安衛則」という。）第 577条の２第３項

において、大臣が定めることとされており、

本告示にてその具体的な内容を定めます。

御意見を踏まえ、本告示により指定される

がん原性物質は、令和３年３月 31日までに

分類されたものに限定することとし、令和

５年４月１日から適用いたします。また、

令和３年４月１日以降に発がん性区分１に

新たに分類され、又は、分類が変更された

物質については、本告示を改正し、対象の

追加等を十分な猶予期間を設けた上で行う

予定です。 

５ 【ＧＨＳ分類結果と対象物質リストにつ

いて】 

・がん原性物質の対象物質リストを公表し

て欲しい。 

・国が行うＧＨＳ分類の結果は随時変更や

追加がされており、事業者がその度にがん

原性物質に変更がないか確認することは

現実的ではないと思われる。国において最

新のがん原性物質の一覧を示し、分類結果

が示された又は見直されたことによりが

ん原性物質が追加又は削除された際は、猶

予期間を設けるなど、現場で運用が可能な

形にされたい。 

・メーカー等が発行するＳＤＳに記載され

るＧＨＳ分類は、国の分類結果と異なる場

合があることから、国によるＧＨＳ分類の

御意見を踏まえ、本告示により指定される

がん原性物質は、令和３年３月 31日までに

分類されたものに限定することとし、令和

５年４月１日から適用いたします。また、

令和３年４月１日以降に発がん性区分１に

新たに分類され、又は、分類が変更された

物質については、本告示を改正し、対象の

追加等を十分な猶予期間を設けた上で行う

予定です。 

個別物質のＧＨＳ分類結果については、従

前から、独立行政法人製品評価技術基盤機

構（ＮＩＴＥ）のホームページにおいて公

表していますが、がん原性物質のリストに

ついては、適用日までに、厚生労働省のホ

ームページで公表する予定です。 
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使用を義務化するか、対象物質リストを官

報で公表される形で指定すべきと考える。 

・国が行うＧＨＳ分類により区分は示され

ているが、リスクアセスメント対象物でな

いなど、安衛則第 577条の２第３項の規定

が適用される物質がその時点により異な

るため、その時点ごとのがん原性物質の一

覧を公表すべきと考える。 

６ 【ＳＤＳについて】 

・将来、ＧＨＳの発がん性の判定論理が見

直された場合、日本産業規格Ｚ7252とＧＨ

Ｓの最新版との間で相違が生じる可能性

がある。この場合、ＧＨＳの最新版に基づ

いて作成したＳＤＳは、その化学物質が

「がん原性物質」であることを示すことが

できなくなる懸念がある。その化学物質が

「がん原性物質」である旨を、労働安全衛

生規則第 34 条の２の４で定める通知事項

に追加すべきと考える。 

発がん性の判定論理が変更された場合であ

っても、必要に応じて国による再分類を行

い、令和３年４月１日以降の分類年度に応

じて、新たにがん原性物質として対象とす

る時期を定め、告示するとともに、厚生労

働省のホームページにおいてその時点にお

けるがん原性物質のリストを公表する予定

です。なお、安衛則第 34条の２の４の通知

事項には、「適用される法令」が規定されて

おり、「がん原性物質」である旨の通知はこ

れに含まれます。 

７ 【がん原性物質と裾切値について】 

・がん原性物質とは発がん性区分１（区分

１Ａ又は区分１Ｂ含む）の物質を通知義務

濃度以上含有する製剤その他のものが対

象になると理解して良いか。この場合、発

がん性区分１に分類されているものの通

知義務のない物質は対象外と判断して良

いか。 

・がん原性物質について、含有濃度の下限

値を定めるべきである。下限値を設定しな

い場合、例えば、灯油、ガソリン等に含ま

れる微量成分が対象となるが、厚生労働省

のモデルＳＤＳでは灯油は全体として発

がん性区分１となっていない。 

・発がん性区分１の分類となった物質を少

量含む化学品について、含有状況（意図的

／非意図的）や閾値など、適用除外範囲を

明確に示していただきたい。 

・がん原性物質の直接的な貯蔵・取扱等は

ないが、その取扱いの過程で副生物として

本告示で定めるがん原性物質は、安衛則第

34 条の２の７に規定するリスクアセスメ

ント対象物（以下単に「リスクアセスメン

ト対象物」という。）であることから、リス

クアセスメント対象物のうち発がん性区分

１に該当する物を安衛則別表第２に規定す

る濃度以上含有する製剤その他のものが対

象となります。混合物、副生成物及び不純

物であっても同様です。 

なお、主として一般消費者の生活の用に供

される製品は対象外となり、一般消費者の

もとに提供される段階の食品もこれに含ま

れます。 

また、リスクアセスメント対象物は、労働

安全衛生法（昭和 47年法律第 57号）第 57

条第１項及び第 57 条の２第１項の規定に

よる名称等の表示及び通知をしなければな

らない化学物質（以下「表示・通知対象物」

という。）として労働安全衛生法施行令（昭

和 47年政令第 318号。以下「安衛令」とい
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がん原性物質が生成する場合の扱いはど

う考えるべきか。この場合も作業記録等の

30 年間保存の義務がかかるという解釈で

良いか。 

・がん原性物質を含有する混合物であれ

ば、当該混合物のＳＤＳに記載されている

ＧＨＳ分類の発がん性の区分が区分１に

該当しない場合であっても、作業記録等の

30年間保存が必要か。がん原性物質の含有

量の裾切値は定められるか。 

・がん原性物質の含有濃度の下限（しきい

値）を定めない場合、例えば、様々な食品

に含まれる微量のアクリルアミドが対象

となり、弊害を招くと考える。 

・がん原性物質を指定する際は、海外から

の輸入を考慮し、ＷＴＯなどに素案を提示

し、十分な周知を行った上で公布・施行さ

れたい。 

う。）第 18 条及び第 18 条の２において規

定されており、政令において、表示・通知

対象物へ追加する際に、すでにＷＴＯ通報

を行っております。 

 

８ 【特別管理物質の取扱いについて】 

・がん原性物質について、現在、特定化学

物質障害予防規則（特別管理物質）で規制

していて、その中で作業記録簿作成や、そ

の記録の 30 年保存等で、すでに義務化さ

れている物質がある。特化則（特別管理物

質）とは別で規制する必要はなく、すでに

ある規制、特定化学物質障害予防規則（特

別管理物質）を拡充する方向で運用したほ

うが良いのではないか。 

・特定化学物質障害予防規則第 38 条の４

に基づいて、特別管理物質を取り扱う作業

場において常時作業に従事する労働者に

ついては、労働者の氏名、作業の概要及び

期間等の記録を既に作成している。特別管

理物質でもあるがん原性物質を取り扱う

業務に従事する労働者については、労働安

全衛生規則第 577 条の２第３項に基づい

て、労働者の氏名、作業の概要及び期間等

の記録を別に作成しなければならないか。 

いただいた御意見を踏まえ、特定化学物質

障害予防規則（昭和 47年労働省令第 39号。

以下「特化則」という。）との二重規制を避

けるため、本告示で定めるがん原性物質か

ら、特化則第 38条の３に規定する特別管理

物質を除外することといたします。つきま

しては、特別管理物質については、引き続

き、特化則に基づく適切な管理をお願いい

たします。 
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９ 【特別管理物質の取扱いについて】 

・ホルムアルデヒドについて、この物質を

0.4％濃度含む製品を使用しているが、危

険性のわりに記録保存のコストが過大に

なるので、低濃度の場合は対象外として欲

しい。また、この製品に限らず低濃度の場

合は対象外になるよう、裾切値を設定して

欲しい。 

・スチレンは、ＩＡＲＣモノグラフ

Vol.121 を参照され、区分１Ｂ（人に対し

て恐らく発がん性がある）に変更された。

一方、ＥＵリスクアセスメント評価（2008）

で区分に該当しないとの評価もある。がん

原性物質に定められると、区分１Ａ（人に

発がん性が知られている）と同じ意味に捉

え兼ねられない。そのため、区分１Ｂと区

分１Ａの差を付けた形にしていただきた

い。 

ホルムアルデヒド及びスチレンは、特化則

第 38 条の３の規定による特別管理物質と

して、作業の記録等の 30年間保存が既に義

務付けられていることから、本告示のがん

原性物質の対象からは除外することといた

します。つきましては、引き続き、特化則

に基づく適切な管理をお願いいたします。 

10 【臨時の取扱いについて】 

・「事業者が当該物質を臨時に取り扱う場

合においては、この限りでないこととす

る。」について、臨時に取り扱う場合の範囲

について明示願いたい。 

・具体的に臨時とはどういう状況での使用

を言っているのか、また取り扱う場合にお

いてとは具体的にその量や作業内容、作業

環境などの想定があるのか。 

・常時取り扱わない物質は対象外との理解

で良いか。 

「臨時に取り扱う場合」とは、当該事業場

において通常の作業工程の一部又は全部と

して行っている業務以外の業務で、一時的

必要に応じて当該物質を取り扱うことを指

します。例えば、化学工場で勤務する者が、

当該化学工場の改修でがん原性物質を含む

塗料を用いて塗装作業を行ったが、その後

の通常の業務では、塗装作業を行う予定は

ないような場合を想定しています。「臨時に

取り扱う場合」に該当する場合は、当該物

質については対象外となりますが、通常の

作業工程においてがん原性物質を取り扱う

場合は、当該取扱いの頻度が低くても、作

業の記録等を 30 年間保存する必要があり

ます。 

11 【臨時の取扱いについて】 

・がん原性物質を取り扱う作業に従事して

いる労働者が欠勤し、普段がん原性物質を

取り扱わない作業者がかわりに作業を行

った場合は、臨時に取り扱う場合となる

か。また、がん原性物質を取り扱うライン

ご指摘の業務は、通常の作業工程の一部で

あるため「臨時に取り扱う場合」には該当

しません。 
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工程において、ライン補助作業者（ライン

作業に従事している作業者が作業遅れや

一時的に作業から離れるときに補助をす

る作業者）ががん原性物質を取り扱う作業

を行った場合は、臨時に取り扱う場合とな

るか。 

12 【シリカについて】 

・国が行うＧＨＳ分類の結果、発がん性の

区分が区分１に該当するものには、珪藻土

(結晶質シリカ含有率 0.1％以上のもの）Ｃ

ＡＳ登録番号 61790-53-2 が存在するが、

結晶質シリカを 0.1％以上含有している場

合通知の対象となるため、このような分類

を行う必要は無いと思われる。さらに、Ｃ

ＡＳ登録番号 61790-53-2 は結晶質シリカ

を 0.1％未満含有する場合も含むため、が

ん原性物質か否かの判断において混乱す

るのではないか。 

・天然鉱物の原料で、結晶質シリカの量が

可変である場合はどのような対応となる

か。 

・シリカのように評価単位の切り分けが難

しい物質は、粒径、含有量や精製度合いを

定められた試験法で評価した結果等と併

せて評価し、がん原性物質の該当・非該当

を判定すべきと考える。例えば「結晶性シ

リカ」は、粉塵でなければ、その発がん性

は低くなると考えられるため、「結晶性シ

リカ(粉塵が発生する場合に限る）」などの

限定を付けて指定を行うべきと考える。 

・国が行うＧＨＳ分類結果では、例えば、

結晶質、非晶質を包含した二酸化ケイ素

（ＣＡＳ番号：7631-86-9）が発がん性区分

１Ａに分類されているが、本ＣＡＳ番号が

付与された工業品の中には、非晶質シリカ

のみを含有し、発がん性の区分１に該当し

ない工業品も流通している。非晶質シリカ

を除く旨明記していただきたい。 

今回がん原性物質の対象となる物質は、「リ

スクアセスメント対象物」のうち発がん性

区分１（区分１Ａ又は区分１Ｂを含む）に

該当する物を通知義務濃度以上含有する製

剤その他です。シリカについては、結晶質

シリカを 0.1％以上含有するものは、その

製品中で存在する状態にかかわらずがん原

性物質の対象となります。一方、「非晶質シ

リカ」はがん原性物質の対象となりません。

また、市販されている乾燥剤のうち、主と

して一般消費者の生活の用に供される製品

は、リスクアセスメント対象物ではありま

せんので、がん原性物質の対象外となりま

す。 
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・シリカについて、乾燥剤として市販され

ている粒状の製品については対象外とし

て欲しい。 

13 【鉱油について】

・国が行うＧＨＳ分類結果で発がん性区分

１とされる物質の中に「ニュートラル潤滑

油用基油」「石油留分」が含まれている。こ

れらは、含有する成分により発がん性区分

が異なり、例えば、高精製された基油には

発がん性がない。全て発がん性があるよう

に誤解される恐れがあるため、高精製され

た基油についてはがん原性物質から除外

すると明確に記載いただきたい。 

・「がん原性物質」については労働安全衛生

法の対象物単位（例：「鉱油」）ではないこ

とを通達等で明確にすべきと考える。例と

して「鉱油」には、「がん原性物質に該当す

る（未精製または精製度の低い）鉱油」と

「がん原性物質には該当しない（高度に精

製された）鉱油」が混在している。 

国によるＧＨＳ分類が行われた物質のうち

「ニュートラル潤滑油用基油」は、安衛令

別表第９では「鉱油」に該当しますが、国

によるＧＨＳ分類では、高度精製油は区分

外、未精製油または低度処理油は区分１Ａ

とされていることから、高度精製油はがん

原性物質の対象外となる一方、未精製油ま

たは低度処理油は対象となります。また、

「石油留分」については、その成分として

がん原性物質を裾切値以上含むものが対象

となります。なお、がん原性物質のリスト

については適用日までに、厚生労働省ホー

ムページで公表する予定です。 

14 【適用日について】 

・令和５年４月１日適用ではなく、猶予期

間を設定いただきたい。 

・がん原性物質に対して、リスクアセスメ

ント等の義務が生じるのはいつからにな

るのか。猶予期間はあるのか。 

安衛則第 577条の２第３項に規定する記録

の保存義務の施行は、令和５年４月１日で

あり、これにあわせて本告示も令和５年４

月１日適用とするものです。今回がん原性

物質として指定する物質は、リスクアセス

メント対象物に包含されますので、リスク

アセスメントの実施は既に義務付けられて

おります。なお、令和５年４月１日におい

ては、約 120物質ががん原性物質の対象と

なり、また、安衛令の改正によりリスクア

セスメント対象物が追加されることに伴

い、令和６年４月１日から、約 80物質が追

加となります。 

15 【がん原性指針との関係について】 

・現在、がん原性指針の対象物質として指

定されている物質は 40 あるが、その内５

物質は発がん性区分２である。これらにつ

いては指定を外すのか。もし外す場合、事

業者が 30 年間保存する義務のある労働者

労働安全衛生法第 28 条第３項の規定に基

づき厚生労働大臣が定める化学物質による

健康障害を防止するための指針（令和２年

２月７日付け健康障害を防止するための指

針公示第 27号。以下「がん原性指針」とい

う。）は、対象となる物質について、ばく露
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の氏名、作業の概要及び期間等の記録は廃

棄可能か。 

・新たに「がん原性物質」という枠組みが

新設された中で、敢えて「がん原性指針の

対象物質」を残す必要があるのか。 

・健康障害防止指針(がん原性指針)との位

置づけが解かり難い。 

・本告示が適用されるにあたり、「労働安全

衛生法第 28 条第３項の規定に基づき厚生

労働大臣が定める化学物質による健康障

害を防止するための指針」及び「労働安全

衛生法第 28 条第３項の規定に基づき厚生

労働大臣が定める化学物質による健康障

害を防止するための指針について」は廃止

又は大幅改訂されるのか。 

・がん原性指針では、ＧＨＳ区分２の t-ブ

チルカテコールや p-ジクロロベンゼン等

が対象となっているが、これらは従前通り

がん原性指針の枠組の中で作業記録等の

30 年保存の努力義務がかかるということ

で良いか。 

低減措置等の健康障害防止のための適切な

取扱等を事業者に求める指針であり、作業

の記録等を 30 年間保存する義務を課す対

象物質を定める今回の告示とは趣旨が異な

ります。このため、がん原性指針の適用対

象物質と、今回の告示で定めるがん原性物

質の両方に該当する物質については、作業

の記録等を 30年間保存するとともに、引き

続き、がん原性指針に基づき適切な取扱等

をお願いいたします。また、がん原性指針

に指定されている物質のうち、発がん性区

分１以外の物質については、本告示に基づ

くがん原性物質には該当しませんが、引き

続き、がん原性指針に基づき適切な取扱等

をお願いします。 

16 【対象物質の選定について】 

・現在、発がん性の危険有害性区分が区分

２となっている化学物質でも、今後新たな

知見が得られて区分１となることが考え

られる。この場合、記録が３年を過ぎて破

棄されたことによって、がんが発生した場

合、当該化学物質が原因かどうかの検証が

困難になる可能性があるため、発がん性が

区分２とされている化学物質でも、何らか

の形で 30 年保存を事業者に求めた方が良

いのではないか。 

・現在、発がん性の分類結果が「分類でき

ない」とされている化学物質についても、

新たな知見が得られて区分１になること

が考えられる。発がん性の「分類できない」

に限って言えば、将来がん原性物質になる

可能性が有ることを示すためにも、より強

い形で危険有害性情報への記載を求めた

現在区分２に分類されている物質又は「分

類できない」「区分に該当しない」とされて

いる物質についても将来的に区分１に分類

が見直される可能性はありますが、現時点

でヒトに対する発がん性の根拠に乏しい物

質まで作業の記録等の 30 年間保存を義務

付けるのは適当でないと考えています。 
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方が良いのではないか。更に言えば、記録

の 30 年保存が望ましいと示した方が良い

のではないか。 

17 【対象物質の選定について】

・発がん性のＧＨＳ区分は人に対してガン

になる可能性を疫学的に証明されたもの

について示したもの（国際がん機関の区分

と同様）であり、発がん性の強さとは関係

が無い。よって発がん性のＧＨＳ区分１を

がん原性があるとするのは間違いである

と考える。 

本告示においては、発がん性の強さの観点

から区分１を選定したわけではなく、ヒト

に対して発がん性が知られている又はおそ

らく発がん性がある物質について、その情

報の確からしさの観点から選定したもので

す。 

18 【対象物質の選定について】 

・ＥＵ－ＯＨＳＨＡでの発がん性区分１Ｂ

は「多くは動物実験データに基づいて人へ

のＣＭＲの可能性があると推定される。」

というもののようである。発がん性区分１

Ｂに該当する物質まで指定する必要性は

ないのではないか。 

発がん性区分１Ｂは、主として動物での証

拠によって、ヒトに対しておそらく発がん

性があるものとしての分類されたものであ

り、対象に含めることが適当と考えていま

す。 

19 【対象物質の選定について】 

・がん原性物質の指定にあたっては、有害

性を評価した形状やばく露されるリスク

を考慮し、その情報も含めて公示すべきで

ある。たとえば、発がん性区分１の粉末物

質の場合、樹脂や溶剤に分散、湿潤された

状態での取扱いにおいては、作業者が物質

そのものにばく露される可能性は極めて

低いので、当該物質に「粉状に限る」等の

情報を付与した上で、公示いただきたい。 

がん原性物質へのばく露は、製造又は取扱

いの方法により、様々な状況が想定される

ため、包括的に指定する趣旨から、物質名

で対象を特定しています。 

20 【がん原性物質とＳＤＳとの関係につい

て】 

・国が行う分類には一定のタイムラグがあ

り、事業者からのＳＤＳには最新の状況も

踏まえて発がん性区分１の分類が付与さ

れている可能性がある。そのため「国が行

う化学物質の有害性の分類の結果、又は譲

渡・提供されたＳＤＳにおいて、発がん性

の区分が区分一に該当する物（エタノール

を除く。）」など、対象に「譲渡・提供され

たＳＤＳ」の追加を検討いただきたい。ま

国が規制対象物質を選定する際には、国に

よるＧＨＳ分類結果に基づき行いますの

で、がん原性物質についても国によるＧＨ

Ｓ分類結果をもとに選定いたします。ただ

し、各事業者がラベル及びＳＤＳを作成す

る際に、事業者が持つ危険有害性情報に基

づき、国によるＧＨＳ分類と異なる分類を

行うことを妨げるものではありません。な

お、ＳＤＳの適用法令の記載は、法令に従

って記載していただくこととなります。 
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た、譲渡・提供されたＳＤＳと国の分類結

果が異なる場合には譲渡・提供されたＳＤ

Ｓを優先する形としていただきたい。 

・「国が行う化学物質の有害性の分類の結

果、発がん性の区分が区分一に該当する

物」について、少なくとも「発がん性の区

分が区分一」については国の分類結果を強

制することを意味するのか。 

・化学品が混合物であり、その成分に「国

が行う化学物質の有害性の分類の結果、発

がん性の区分が区分一に該当する物」を含

む場合において、ＳＤＳで情報伝達する場

合、安全性試験を実施している場合や、Ｅ

ＵのＣＬＰ規則の強制分類を採用してい

る場合、ＪＩＳＺ7253に基づくＳＤＳ項目

「２.危険有害性の要約」のＧＨＳ分類へ

の記載、反映は義務ではないとの理解でよ

いか。ＳＤＳ項目「２.危険有害性の要約」

の混合物としてのＧＨＳ分類に記載、反映

してなくてもよい場合、ＳＤＳ項目「15.適

用法令」において記載、言及すればよいと

の理解で良いか。 

・従来、国によるＧＨＳ分類結果は、「事業

者がラベルやＳＤＳを作成する際の参考

として公表しています。同じ内容を日本国

内向けのラベルやＳＤＳに記載しなけれ

ばならないという義務はありません。」と

されてきたが、この位置づけに変更はない

と理解してよいか。 

21 【ＧＨＳ分類について】 

・がん原性のあるものを、「日本産業規格

(以下 JISとする)Ｚ七二五二（ＧＨＳに基

づく化学品の分類方法）の附属書Ｂに定め

る方法」にて定めるとしているが、本 JIS

は、労働安全衛生法とは無関係に、ＧＨＳ

の改訂により基準が変更される場合があ

る。つまり、何らの法令改正を伴わないま

ま、規制内容が変わりうる仕組みというこ

とになる。ＧＨＳがグローバルな基準とし

日本産業規格Ｚ7252の規格の制定には、主

務大臣として厚生労働大臣が参加しており

ますので、同規格は、厚生労働省が承認し

なければ改訂できない仕組みとなってお

り、ご指摘のような仕組みには当たらない

と考えます。 
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て存在することは確かだが、法令内容が主

務大臣の承認さえなしに変わりうる仕組

みは、一国の主権と言うものをどの様にお

考えか。 

22 【ＧＨＳ分類について】 

・がん原性物質を「ＧＨＳ区分に基づいて

国が行う化学物質の有害性の分類で発が

ん性の区分が区分一に該当する物とする」

ことには反対である。がん原性物質には、

さまざまな法的義務が発生する意味で、対

象物質の選定は、複数の専門家が十分な科

学的根拠に基づいて案を定め、同時に外部

の知見を集めて丁寧に定めることが必要

である、また、労働現場での取扱いの状態

を確認し、単に有害性が高いことのみを選

定理由とせず、労働者が各物質とどのよう

な形で接するかを考慮して選定を行うべ

きである。ＧＨＳ区分は、有害性の一部の

側面に過ぎないので、従来通り１物質ずつ

検討会を開いて、定めるべきである。現行

のＧＨＳ政府分類は、判定者も記載がな

く、根拠となる論文のデータもまとめられ

ておらず、将来見直しを行う際も問題があ

ると考える。 

国によるＧＨＳ分類は、複数の専門家が分

類時点での最新の基準に従って行い、参照

した情報を明示しています。また、がん原

性物質を製造し、又は取り扱う場合にのみ、

作業概要等の保存を義務付けていますの

で、労働現場での取扱状況を踏まえた規定

となっています。なお、個別物質のＧＨＳ

分類結果について疑義がある場合は、文献

等で明確な根拠があれば、今後のＧＨＳ分

類の再分類で検討対象にすることがありま

す。 

23 【ＧＨＳ分類について】 

・国によるＧＨＳ分類結果の公表後に、他

国のリスク評価結果や民間企業から提供

された情報で公表情報とは異なる新たな

結果・知見が得られた場合は、ＧＨＳ分類

結果の見直しを速やかに行う仕組みも構

築していただきたい。 

・発がん性のＧＨＳ区分が区分１とされる

物質には経口摂取、皮膚接触、蒸気の吸入

など労働者がどのような形で接するかに

よってがんの危険性が異なるものがある。

ＧＨＳ分類結果に基づき、厚生労働省の委

員会で、使用実績、流通量、ばく露の可能

性などを加味してがん原性物質を指定す

べきである。 

個別物質のＧＨＳ分類結果について疑義が

ある場合は、文献等で明確な根拠があれば、

今後のＧＨＳ分類の再分類で検討対象にす

ることがあります。ＧＨＳ分類に当たって

の情報収集については、ＮＩＴＥの官民連

携ＧＨＳ分類情報収集プロジェクト及び受

付サイトで受付期間を定めて募集していま

すので、対象となる物質、情報があれば、

こちらへの提出をご検討ください。 
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・国のＧＨＳ分類結果について、がん原性

物質の指定前に再点検し、民間、国外のデ

ータを集め、委員会で検討すべきである。 

○ 本告示案とは直接関係の無い御意見 

１ ・日本国内向けのＳＤＳについて、国のＧ

ＨＳ分類結果を参照することを義務づけ

るべきという御意見。 

・日本国内向けのＳＤＳについて、国のＧ

ＨＳ分類結果を参照することを奨励し、ガ

イダンス等に記載するなどにより周知す

べきという御意見。 

・ＧＨＳ変更時に化学物質を譲渡提供する

者に対して遡って情報提供努力義務化を

求める御意見。 

・リスクアセスメント方法などのガイドラ

インの発表時期に関する御質問。 

・がん原性物質に関して義務化される記録

の事項及び頻度についての御質問。 

・特化則等の解釈に関する御質問。 

・特化則の作業記録の頻度に関する御意

見。 

・国が行うＧＨＳ分類の方法に関する御意

見。 

・がん原性物質に対する健康診断の要件に

関する御質問。 

・「変異原性が認められた化学物質による

健康障害を防止するための指針」（平成５

年５月 17 日付け）との関係に関する御質

問。 

・がん原性指針等の内容に関する御質問。 

・ＧＨＳ分類結果の反映時期に関する御意

見。 

・法令説明資料の英文資料作成に関する御

意見。 

いただいた御意見は今後の制度改正にお

ける参考とさせていただきます。 

 

 

 


